企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に
関する法律に基づく企業立地計画及び事業高度化計画承認等の事務要領
　山梨県では、地域産業活性化協議会が企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平成１９年法律第４０号。以下「法」という。)に基づく山梨県企業立地基本計画（以下「基本計画」という。）の策定を行い、平成２０年２月１日に国からの同意を得た。今後、同意された基本計画に基づき、県内において事業者が行う企業立地計画及び事業高度化計画の承認等に関する手続きについて、必要な事項を定める。
  なお、この要領中の用語は、法、企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律施行令（平成１９年政令第１７８号。) 、企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律施行規則（平成１９年総務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省令第１号。以下「規則」という。）及び地域における産業集積の形成及び産業集積の活性化の促進に関する基本的な方針（平成１９年総務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省告示第１号。以下「基本方針」という。）において使用する用語の例による。
第１章　企業立地計画の承認申請等　
第１　企業立地計画の申請
１　山梨県内で法第１４条第１項の規定に基づき企業立地計画の承認を受けようとする特定事業者は、規則様式第４による申請書１通及びその写し１通を企業立地を行おうとする同意集積区域の所在市町村を経由して知事に提出する。
２　前項の申請書及び写しには、次の書類を添付する。
（１）定款（法人に限る。）
（２）最近２期間の事業報告、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）
（３）企業立地を行おうとする場所を示した位置図及び区域図
（４）企業立地を行おうとする事業の内容が、基本計画で定めた指定集積業種のうち別表１に定める業種である場合は、別表２に定める業種との関連を証する書面（様式１）
第２　企業立地計画の承認
１　市町村は、第１の１により申請書及びその写しを受理したときは、次の各号に該当することを確認のうえ、意見書及び関係法令調書（様式２）を添付して当該申請書を知事に送付する。
（１）企業立地を行おうとする事業の内容が、基本計画で定めた指定集積業種に属する事業であること
（２）企業立地計画の承認前に取得した、又は製作若しくは建設を開始した機械及び装置並びに建物及びその附属設備が設備投資計画の対象となっていないこと
（３）特定事業者が法第１９条の課税の特例の利用を希望する場合は、企業立地計画に記載された設備が以下の要件を満たすものであること
　　ア　機械装置については、１台又は１基の取得価格が１千万円以上、かつ、対象設備の取得等に要する総投資額が３億円以上であること
　　イ　建物については、取得価格の合計が５億円以上であること
（４）企業立地計画の計画期間の終期は、計画期間の始期から５年目の日を含む事業年度の末日以内であり、かつ、基本計画の計画期間内であること
２　知事は、市町村から前項の申請書を受理したときは、所在市町村の意見を踏まえて、書面及び現地において審査を行い、次の各号に適合していると認めるときは、企業立地計画を承認するものとする。
（１）企業立地を行おうとする事業の内容及び実施時期が具体的、かつ、実現が見込まれるものであること
（２）企業立地計画の設備投資計画は、導入するそれぞれの設備の内容が企業立地を行おうとする事業にとって不十分なものではなく、かつ、適正な価格となっている等当該事業を確実に遂行するに当たり適切かつ有効なものであること
（３）事業者が法第１９条の課税の特例の利用を希望する場合は、導入する設備が新製品・新商品の開発又は製造のための設備であること又は当該特定事業者の従来の設備と比べて生産性が向上する設備であることが具体的に記載されていること
また、企業立地計画に記載された企業立地等の目標達成のための設備であり、事業の高度化に資するものとして次のいずれかを満たす設備であること
ア　新製品・新商品の開発又は製造のための設備
イ　生産性を向上させる設備
なお、「新製品・新商品」、「生産性」の定義は以下のとおりとする。
①　「新製品・新商品」の定義
「新製品・新商品」とは、（ⅰ）当該設備の設置以前には、当該事業者が反復　　　　継続的に提供（量産提供）していなかった製品・商品又は、（ⅱ）当該事業者に　　　　とって新たな原材料や生産加工技術の適用により、従来の製品・商品と比べて性　　　　能が向上すること（性能を示す定量指標（例えば、集積回路の集積度、燃費等）　　　　が、当該事業者が従来提供していたものに比べて１０％以上向上すること）又は　　　　用途若しくは販路等が異なる製品・商品のことをいう。
　　　②　「生産性の向上」の定義
　　　　　「生産性の向上」とは、労働生産性（労働者１人当たりの生産性。物的労働生産性と価値労働生産性のいずれか）が当該企業の従来設備と比べて１０％以上向上することをいう。
　　　　（労働生産性の算出方法）
　　　　　○物的労働生産性＝生産数量÷従業者数
　　　　　○価値労働生産性＝生産額÷従業者数
（４）企業立地計画に必要な資金の額が企業立地計画の内容及び実施時期を勘案して適切に計上され、調達方法が無理のないものであると認められること
３　知事は、企業立地計画の承認を行ったときは、関係法令調書を添付した承認書（様式３）を申請者に交付するとともに、所在市町村長に対して承認書の写しを添付し通知するものとする。
第３　企業立地計画の変更申請
１  第２の２により企業立地計画の承認を受けた特定事業者は、当該企業立地計画（以下「承認企業立地計画」という。）を変更しようとするときは、規則様式第５による申請書１通及びその写し１通を変更しようとする企業立地計画における所在市町村を経由して知事に提出する。
２　前項の申請書及び写しには、次の書類を添付する。
（１）定款に変更があった場合には、その変更後の定款
（２）最近２期間の事業報告、貸借対照表及び損益計算書（これら書類がない場合にあっては、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）
第４　企業立地計画の変更の承認
１　市町村は、第３の１により申請書及びその写しを受理したときは、その事務について第２の１を準用する。その場合において第２の１（４）中「企業立地計画の計画期間の終期は、計画期間の始期から５年目の日を含む事業年度の末日以内」とあるのは、「承認企業立地計画を変更した場合における事業の実施期間は、当初の事業を実施した期間を含めて、原則として５年以内」と読み替える。
２　知事は、市町村から申請書を受理したときは、その事務について第２の２を準用する。　　ただし、次に掲げる軽微な変更は、変更の承認を要しない。
（１）同一年度内における実施時期の変更
（２）設備全体の能力に影響を及ぼさないような機種又は台数の変更、単価の増減等による資金総額の若干の変更等
（３）承認企業立地計画の趣旨を変えないような軽微な変更
３　知事は、承認企業立地計画の変更の承認を行ったときは、変更承認書（様式４）を申請者に交付するとともに、所在市町村長に対して変更承認書の写しを添付し通知するものとする。
第５　企業立地計画の承認の取消し
１  知事は、承認企業立地計画（第４の２の変更の承認があったときは、その変更後のもの。以下同じ。）について、次のいずれかの場合には法第１５条第２項に基づき、その承認を取り消すことができる。
（１）承認企業立地計画に従って企業立地のための措置を行っていないと認める場合
（２）承認を受けた企業立地計画の円滑な遂行に著しい支障が生じており、企業立地がなされる見込みがなく、当該企業立地計画が法、基本方針及び本要領の承認の要件に該当しなくなると認められる場合
２  承認企業立地計画の取り消しに際しては、所在市町村と十分な連絡調整を図った上、取り消しの理由を付して取り消しの処分がなされた旨を承認を受けた事業者に通知するものとする。
３　承認企業立地計画の取り消しを行った場合、その旨を所在市町村長及び関東経済産業局長へ通知するものとする。
第２章　事業高度化計画の承認申請等
第６　事業高度化計画の申請
１　山梨県内で法第１６条第１項の規定に基づき事業高度化計画の承認を受けようとする特定事業者は、規則様式第６による申請書１通及びその写し１通を企業立地を行おうとする同意集積区域の所在市町村を経由して知事に提出する。
２　前項の申請書及び写しには、次の書類を添付する。
（１）定款（法人に限る。）
（２）最近２期間の事業報告、貸借対照表及び損益計算書（これら書類がない場合にあっては、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）
（３）事業の高度化を行おうとする場所を示した位置図及び区域図
（４）事業の高度化を行おうとする事業の内容が、基本計画で定めた指定集積業種のうち別表１に定める業種である場合は、別表２に定める業種との関連を証する書面（様式１）
第７　事業高度化計画の承認
１　市町村は、第６の１により申請書及びその写しを受理したときは、次の各号に該当することを確認のうえ、意見書及び関係法令調書を添付して当該申請書を知事に送付する。
（１）高度化の対象となる事業内容が、基本計画で定めた指定集積業種に属する事業であること
（２）事業高度化計画の承認前に取得した、又は製作若しくは建設を開始した機械及び装置並びに建物及びその附属設備が設備投資計画の対象となっていないこと
（３）事業高度化計画の計画期間の終期は、計画期間の始期から５年目の日を含む事業年度の末日以内であり、かつ、基本計画の計画期間内であること
２　知事は、市町村から前項の申請書を受理したときは、所在市町村の意見を踏まえて、書面及び現地において審査を行い、次の各号に適合していると認めるときは、事業高度化計画を承認するものとする。
（１）事業高度化の目標、高度化の内容及び実施時期が具体的、かつ、実現が見込まれるものであること
（２）事業高度化に係る研究開発又は設備の設置その他の措置が、法第３条第３項各号のいずれかに合致し、その事業の生産性の向上を図るものであること。 
（３）事業高度化計画の設備投資計画は、導入するそれぞれの設備の内容が事業高度化を行おうとする事業にとって不十分なものではなく、かつ、適正な価格となっている等当該事業を確実に遂行するに当たり適切かつ有効なものであること
（４）事業高度化に必要な資金の額が事業高度化計画の内容及び実施時期を勘案して適切に計上され、調達方法が無理のないものであると認められること。
３　知事は、事業高度化計画の承認を行ったときは、関係法令調書を添付した承認書（様式３）を申請者に交付するとともに、所在市町村長に対して承認書の写しを添付したうえ通知するものとする。
第８　事業高度化計画の変更申請
１　第７の２により事業高度化計画の承認を受けた特定事業者は、当該事業高度化計画（以下「承認事業高度化計画」という。）を変更しようとするときは、規則様式第７による申請書１通及びその写し１通を変更しようとする事業高度化計画における所在市町村を経由して知事に提出する。
２　前項の申請書及び写しには、次の書類を添付する。
（１）定款に変更があった場合には、その変更後の定款
（２）最近２期間の事業報告、貸借対照表及び損益計算書（これら書類がない場合にあっては、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）
第９　事業高度化計画の変更の承認
１　市町村は、第８の１により申請書及びその写しを受理したときは、その事務について第７の１を準用する。その場合において第７の１（３）中「事業高度化計画の計画期間の終期は、計画期間の始期から５年目の日を含む事業年度の末日以内」とあるのは、「承認事業高度化計画を変更した場合における事業の実施期間は、当初の事業を実施した期間を含めて、原則として５年以内」と読み替える。
２　知事は、市町村から申請書を受理したときは、その事務について第７の２を準用する。　　ただし、次に掲げる軽微な変更は、変更の承認を要しない。
（１）同一年度内における実施時期の変更
（２）設備全体の能力に影響を及ぼさないような機種又は台数の変更、単価の増減等による資金総額の若干の変更等
（３）承認事業高度化計画の趣旨を変えないような軽微な変更
３　知事は、承認事業高度化計画の変更の承認を行ったときは、変更承認書（様式４）を申請者に交付するとともに、所在市町村長に対して承認書の写しを添付したうえ通知するものとする。
第１０　事業高度化計画の承認の取消し
１　知事は、承認事業高度化計画（第９の２の変更の承認があったときは、その変更後のもの。以下同じ。）について、次のいずれかの場合には法１７条第２項に基づき、その承認を取り消すことができる。
（１）承認事業高度化計画に従って事業高度化のための措置を行っていないと認める場合
（２）承認を受けた事業高度化計画の円滑な遂行に著しい支障が生じており、事業高度化がなされる見込みがなく、当該企業立地計画が法、基本方針及び本要領の承認の要件に該当しなくなると認められる場合
２  承認事業高度化計画の取り消しに際しては、市町村と十分な連絡調整を図った上、取り消しの理由を付して取り消しの処分がなされた旨を承認を受けた事業者に通知するものとする。
３　承認事業高度化計画の取り消しを行った場合、その旨を所在市町村長及び関東経済産業局長へ通知するものとする。
第３章　報告等
（完了の届出及び報告の聴取）
第１１条　承認企業立地計画及び承認事業高度化計画を実施する事業者は、計画の完了後３０日以内に第３の１及び第８の１に規定する所在市町村を経由して知事に完了届（様式５）を提出しなければならない。
２  知事は、承認企業立地計画及び承認事業高度化計画を実施する事業者に対し、計画の実施状況について、法第２３条に基づき報告を求めることができるものとする。
第４章　雑則
（その他）
第１２条　この要領に定めるもののほか、この要領の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。
　附　則
　この要領は、平成２０年４月１日から施行する。
　
附　則

　この要領は、平成２５年４月１日から施行する。
別表１
日本標準産業分類上の業種名
39　情報サービス業
40　インターネット附随サービス業
44　道路貨物運送業
47　倉庫業
48　運輸に附帯するサービス業（うち484梱包業）
50  各種商品卸売業
52  飲食料品卸売業
53  建築材料、鉱物・金属材料等卸売業
54  機械器具卸売業
55  その他卸売業
74　技術サービス業（うち7499その他の技術サービス業‐プラントメンテナンス業）

情報通信技術利用業（コールセンター）
別表２
日本標準産業分類上の業種名
09　食料品製造業
10 飲料・たばこ・飼料製造業（105たばこ製造業を除く）

11 繊維工業
16  化学工業
18　プラスチック製品製造業

21　窯業・土石製品製造業
25  はん用機械器具製造業
26  生産用機械器具製造業

27  業務用機械器具製造業　　

28  電子部品・デバイス・電子回路製造業 

29　電気機械器具製造業
30　情報通信機械器具製造業
31　輸送用機械器具製造業
71　学術・研究開発機関（うち711自然科学研究所）
（参考資料）
山梨県企業立地基本計画（抜粋）
２　集積区域として設定する区域
（１）集積区域
  　・山梨県全域（２７市町村）の可住地９５，０００haを対象とする。
      ただし、工場立地が地理的、地形的、又は自然環境の保全などの点から、不可能又は不
      適切な場所として、以下の地域を除外する。ただし、自然公園地域のうち普通地域につ
      いては、工場立地を行いうる可住地がすべて自然公園地域内であり、他に立地に適した
      土地を求めることができない町村が存在すること等のやむを得ない地域固有の事情があ
      ることから、県環境関連条例をはじめとする環境保護法令を遵守するとともに、工場跡
      地への立地誘導、開発面積を最小限とする等、自然環境に十分な配慮を加えることを前
      提に、集積区域に含める。
      　自然公園法に規定する自然公園地域（普通地域を除く）
      　自然環境保全法に規定する原生自然環境保全地域及び自然環境保全地域
      　鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律に規定する鳥獣保護区
      　絶滅のおそれのある野生動物の種の保存に関する法律に規定する生息等保護区
      　環境保全上重要な地域として環境省が選定した特定植物群落及び
日本の重要湿地№192～194

５　集積業種として指定する業種
（日本標準産業分類上の業種名）

Ⅰ　機械電子産業
1 クリーンエネルギー関連産業

2 部品加工関連産業

3 生産機器システム産業

4 医療機器・介護機器、生活支援ロボット製造産業
	11
	繊維工業
	28
	電子部品・デバイス・電子回路製造業

	18
	プラスチック製品製造業
	
	

	21
	窯業・土石製品製造業
	29
	電気機械器具製造業

	25
	はん用機械器具製造業
	30
	情報通信機械器具製造業

	26
	生産用機械器具製造業
	31
	輸送用機械器具製造業

	27
	業務用機械器具製造業
	71
	学術・開発研究機関

（うち711自然科学研究所）

	
	
	
	


Ⅱ　健康関連産業

	09
	食料品製造業
	16
	化学工業（1624塩製造業は除く）

	10
	飲料・たばこ・飼料製造業

（105たばこ製造業は除く）
	18
	プラスチック製品製造業

	
	
	71


	学術・開発研究機関

（うち711 自然科学研究所）

	
	
	
	


[Ⅰ、Ⅱの関連業種］
	39 
	情報サービス業
	53
54
	建築材料、鉱物・金属材料等卸売業

機械器具卸売業

	40 
	インターネット附随サービス業
	
	

	44 
	道路貨物運送業
	55
	その他の卸売業

	47 
	倉庫業
	74

	技術サービス業（うち7499その他の技術サービス業‐プラントメンテナンス業）

	48

50
	運輸に附帯するサービス業

（うち484こん包業）

各種商品卸売業
	
	

	
	
	
	情報通信技術利用業（コールセンター）

	52 
	飲食料品卸売業
	
	

	
	
	
	


１０　計画期間
　　本計画の計画期間は、計画同意の日から平成２９年度末までとする。
様式１
別表２の業種と関連を証する書面 （第１の２（４）及び第６の２（４）関係）
	 １　取り扱い業種
（１）取り扱い業種の番号を○で囲んでください。
　　09　食料品製造業
　　10　飲料・たばこ・飼料製造業（105たばこ製造業を除く）
　　11  繊維工業
　　16　化学工業
　　18　プラスチック製品製造業
　　21　窯業・土石製品製造業
　  25  はん用機械器具製造業　

26  生産用機械器具製造業
　　27  業務用機械器具製造業

　　28  電子部品・デバイス・電子回路製造業
29　電気機械器具製造業 
　　30　情報通信機械器具製造業
　　31　輸送用機械器具製造業
　　71　学術・研究開発機関（うち711自然科学研究所）
（２）その他の業種も取り扱う場合には、日本標準分類上の中分類の番号及び業種名を
　　記入してください。
２　取り扱い品
    主な取り扱い品を記入してください。


様式２　関係法令調書                                                   １／２
	
	法　令　名
	規　制　概　要
	要否
	 　備　考

	1
	農業振興地域の整備に関
する法律
	農業振興地域の開発行為の制限
	
	

	2
	農地法
	農地転用の制限
	
	

	3
	国土利用計画法
	無指定都市計画区域５０００㎡以上、
都市計画区域外１００００㎡以上の土
地の売買届出
	
	

	4
	公有地の拡大の推進に
関する法律
	市街化区域以外の都市計画区域内の
１ha以上の有償譲渡の市町村への届出
	
	

	5
	山梨県土地利用調整会議
設置要綱
	１～１０haの開発は市町村協議、
１０ha以上は県協議
	
	

	6
	工場立地法
	敷地９０００㎡以上、
建築物３０００㎡以上届出
	
	

	7
	森林法
	伐採の制限
	
	

	8
	文化財保護法
	文化財包蔵地の造成の制限
	
	

	9
	都市計画法（用途）
	用途の制限
	
	

	10
	都市計画法（開発）
	開発行為の制限
	
	

	11
	山梨県宅地開発事業の基
準に関する条例
	都市計画区域外３０００～１００００
㎡の開発行為の制限
	
	

	12
	法定外公共財産
	赤線、青線の廃止の制限
	
	

	13
	建築基準法
	建築確認
	
	

	14
	山梨県環境影響評価条例
	１５ha以上の工場造成等のアセス


	
	

	15
	自然公園法
	①普通地域内等の行為の制限

②アセス

・特別地域（自然公園法施工規則第１１条第３項）：１ha以上はアセス　

・普通地域（要領）：３ha以上はミニアセス

	
	

	16
	景観法
	景観計画区域内行為
	
	

	17
	風致地区条例
	風致地区内の行為の制限
	
	

	18
	山梨県景観条例
	大規模行為（用途地域以外は高さ１５ｍ以
上、建築面積１０００㎡以上）の届出
	
	

	19
	山梨県環境緑化条例
	敷地２０００㎡以上は２０％の緑地を目標
	
	

	20
	山梨県自然環境保全条例
	自然環境保全地区内の行為制限等
	
	

	21
	屋外広告物法
	屋外広告物の制限
	
	

	22
	水質汚濁防止法
	有害物質等の排水の恐れがある施設の
届出
	
	

	２／２

	23
	騒音規制法
	騒音規制
	
	

	24
	振動規制法
	振動規制
	
	

	25
	悪臭防止法
	悪臭規制
	
	

	26
	大気汚染防止法
	煤煙の排出規制
	
	

	27
	山梨県生活環境の保全に
関する条例
	公害等の防止
	
	

	28
	山梨県地下水及び水源地域の保全に関する条例
	揚水施設の設置の届出と地下水涵養

水源地域における適切な土地利用
	
	

	29
	市町村地下水資源保護条
例
	地下水の利用の制限
	
	

	30
	薬事法
	医療器具、医薬品、化粧品製造等
	
	

	31
	食品衛生法
	食料品製造
	
	

	32
	酒税法
	酒類、酒母、もろみ製造
	
	

	33
	貨物自動車運送事業法
	貨物自動車運送
	
	

	34
	河川法
	河川区域の開発の制限
	
	

	35
	砂防法
	砂防指定地内の開発の制限
	
	

	36
	道路法
	道路構造物の改修等
	
	

	37
	土砂災害防止法
	急傾斜地、土石流等の危険がある区域
の開発の制限
	
	

	38
	温泉法
	甲府盆地の温泉掘削の制限
	
	

	39
	採石法
	造成時に採取した石の販売等の制限
	
	

	40
	砂利採取法
	造成時に採取した砂利の販売等の制限
	
	

	41
	山梨県残土条例
	３０００m3以上の埋め立て等の制限
	
	

	42
	土壌汚染対策法


	３０００m2以上の土地の形質変更の届出
	
	

	43
	その他関係法令
（　　　　　　　　　）
	
	
	

	44
	その他関係法令
（　　　　　　　　　）
	
	
	


  ※　要否欄には、要は○、不要は×、不明は△を記入
様式３（第２の３及び第７の３関係）
企業立地計画（事業高度化計画）承認書
                                                          産　集　第          号
                                                        　平成　　年　　月　　日
   所在地
　 名　称
　 代表者の氏名
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山梨県知事　横内正明
  平成　　年　　月　　日付けで申請のあった企業立地計画（事業高度化計画）について承認します。
１　企業立地を行おうとする事業の属する業種名
２　企業立地を行おうとする事業の内容
３　企業立地を行おうとする所在地
４　企業立地の実施時期
様式４（第４の３及び第９の３関係）
企業立地計画（事業高度化計画）変更承認書
                                                          産　集　第          号
                                                        　平成　　年　　月　　日
   所在地
　 名　称
　 代表者の氏名
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山梨県知事　横内正明
  平成　　年　　月　　日付けで申請のあった変更企業立地計画（変更事業高度化計画）について承認します。
１　企業立地を行おうとする事業の属する業種名
２　企業立地を行おうとする事業の内容
３　企業立地を行おうとする所在地
４　企業立地の実施時期
様式５（第１１の１関係）
企業立地計画（事業高度化計画）完了届
                                                        　平成　　年　　月　　日    
   山梨県知事　横内正明　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　
                                    代表者の氏名                         印
  平成　　年　　月　　日付け産集第　　　　号で承認された企業立地計画（事業高度化計画）が完了しましたので届け出ます。
　完了年月日　　　　平成　　年　　月　　日
